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ハイライト 

 

 本会議は、保険契約の新基準書プロジェクトの最後の実質的な審議であると宣
言されていた。予想通り、会計単位及び間接連動の有配当契約に関する決定が
議論され投票された。 

 会計単位に関する１つ目の主な決定は、契約開始時に期待収益性の水準が異な
る場合、類似のリスクを有する契約ポートフォリオは、別個のグループに細分
されなければならないことである。期待収益性の違いが規制の結果によるもの
であっても例外ではない。 

 2つ目の主な決定は、保険者は当該会計単位を使用して契約上のサービス・
マージン(CSM)を純損益に解放することができるが、契約の認識の中止により
残余CSMを純損益に解放するという原則を尊重する必要があることである。 

 間接連動の有配当契約に関する解決策は、当該契約を変動手数料アプローチ
(VFA)の適用範囲に含めないことである。代わりに、契約開始時に定められた
保険契約者配当金の予想水準を保険者が変更する時点でCSMがアンロックさ
れる。市場変数によるその他の変動は、純損益またはOCIに認識される。 
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 一部の状況においては利得と損失の会計処理が異なることから、契約が個別に
会計処理される場合に会計上のミスマッチが生じることがあるため、集約のレ
ベルを考慮する必要がある。 

 企業は、カバー期間にわたり正の値のCSMを認識するが、負の値のCSMは直ち
に純損益に認識する。CSMの配分における利得および損失の会計処理に関して
他の差異が生じる場合もある。 

不利な契約 

 事象が個々の契約に与える影響が異なることを理由として個々の契約について
損失の認識を避けるため、スタッフは、契約のグループが不利か否かを決定す
るために集約のレベルを特定すべきであると考えている。 

CSMの配分 

 グループの平均カバー期間よりカバー期間が早く終了する契約に関して、契約
を個々に測定することは、関連するCSMをカバー期間終了時点まで純損益に認

識することを意味するのに対して、グループベースで測定する場合においては
このことは必ずしも当てはまらない。 
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集約のレベル 

ペーパー 2A 及びその付録において審議された論点の概要 
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規制の影響に対する例外 

 ペーパーで提案されている集約のレベルは、契約開始時において類似の期待収
益性を有する契約でグループを構成することを要求している。 

 規制が保険契約の価格設定に影響する可能性があり、一部の人は、企業が特定
の保険契約者のリスクを全て反映する価格を設定する権利または実質上の能力
を有していない契約の集約のレベルを決定する場合、一つの保険契約者のグ
ループに対する損失の認識を避けるため例外が提供されるべきであると提案し
ている。         

 スタッフは、収益性の差異は契約間の実質的な経済的差異であり、失ってはなら
ない情報を提供するために、例外を設けることは提案していない。 
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集約のレベル 

ペーパー 2A 及びその付録において審議された論点の概要（続き）  
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 CSMが契約のグループについて負の値である場合にのみ不利な契約に係る損失

を認識するように企業に要求されるべきであり、当該グループは契約開始時に
次のような契約で構成されるべきである。 

a) リスクの主要な発生要因に対して金額及び時期の点で類似の方法で反応する
であろうと企業が予想するキャッシュ・フローを有している。かつ、 

b) 期待収益性（すなわち、保険料に対するCSMの比率）が類似していた。 

6 

不利な契約に係る集約のレベル 

 スタッフ提案 – 不利な契約 
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IASBの審議 

審議はとても活発に行われいくつかコメントが出された。以下はより注目すべきコ
メントである。 

 提案はどちらかというとより規定的で細則主義的なアプローチとみなされてい
るが、原則主義的なアプローチの方が好ましかったであろう。 

 提案は新基準書をIFRS第15号と整合させるような動きがみられ、肯定的にとら
えられている。 

 この集約のレベルは、保険者の事業モデルを忠実に反映していると見なされて
いる。 

 グループ内の契約の一部に関し、契約開始後に保険金支払額が大きく悪化した
場合、これらの契約は別のグループに分類されなければならない。 
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不利な契約に係る集約のレベル 

IASB の審議 
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IASB審議内容 

 「類似」という文言は、期待収益性の要求事項に対して異なった解釈をもたら
す可能性がある。  

 要求事項の結果として、他の特徴が同じでも僅かな損失が発生する契約が収益
性のある契約とは別にグループ化される可能性及びこれが適正な表示か否かに
ついて、議論された。 

 スタッフは、「類似の収益性」が判断を要し、また費用配分に関する指針の公
表の可能性について述べた。 

 新基準書の最終版に「類似の期待収益性」の意味することの例を含めるべきで
ある。 

IASBの暫定決定 

 IASBは、スタッフ提案を全員一致で承認した。 
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不利な契約に係る集約のレベル 

IASB審議及び決定事項 
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a) CSMの配分の目的は、個々の契約に係るCSMを、当該契約が提供するサービス

を最も適切に反映する方法で契約のカバー期間にわたり純損益に認識すること
である。したがって、報告期間の期末後に契約により提供すべきサービスが存
在しない場合には、当該契約についてのCSMはすべて純損益に認識されていな
くてはならない。 

b) グループについてのCSMの配分が上記(a)の目的を満たしていることを条件とし
て、企業はCSMの配分のために契約をグループ化することができる。 

c) 下記の条件を満たしているとき、契約をグループ化する企業は上記(a)の目的を
満たしているとみなされる。 

i. グループの中の契約が、リスクの主要な発生要因に対して金額及び時期の点
で類似の方法で反応するであろうと企業が予想するキャッシュ・フローを有
している。かつ、契約開始時に、期待収益性（すなわち、保険料に対する
サービス・マージンの比率）が類似していた。 

 

ii. 企業は、報告期間の期末以後に残存している契約について予想される存続
期間及び規模を反映するように、当期に当該グループについてのCSMの配
分を調整する。 

9 

CSMの配分に係る集約のレベル 

スタッフ提案 – 配分（付録2Aから改訂）   

IFRS 4 フェーズ2  ウェブキャスト 2016年1月26日 参考和訳 



Deloitte UK screen 4:3 (19.05 cm x 25.40 cm) 

© 2016 Deloitte LLP. All rights reserved. 

IASBの審議 

 スタッフが1月19日に提示し、その後修正された(c) の3つ目の基準に関する異な
る提案についていくつか議論が行われた。 

 議論により、IASBは類似の予想カバー期間を有するグループ契約に対する要件

を削除することとなった。代わりに、これは配分の仕組みに関する指針（「予想
される存続期間」への参照）へ方向転換した。 

 前頁のスライドの文言は、翌日（1月20日）に議論された修正案である。 

 理事は、新基準書が異なった目的に対して異なる集約のレベルを要求しているこ
とに同意した。 

 例えば、不利な契約の集約のレベルは、(c)項(i) の要件により満たされることと

なる。しかしながら、リスク調整を決定する契約の数は、不利な契約テストのグ
ループに含まれている数よりはるかに多い可能性がある。 
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CSMの配分に係る集約のレベル 

IASBの審議  
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IASBの審議 （続き） 

 スタッフは、個々の契約を追跡する必要はないが、企業がグループ内の契約が異
なった動きをしていることに気づいた場合、当該グループは調整される必要があ
ると考えている。 

 一部の理事は、新基準書の目的において個々の契約に言及することに難色を示し
た。 

 スタッフは、配分はグループレベルでできるが、目的はそれぞれの契約に適用さ
れると述べた。それでもなお、IASBは、「個々の契約、または同質の契約のグ
ループ」と新基準書の目的に記載することに同意した。 

IASBの暫定決定 

 IASBは、文言を見直す必要があるものの、投票の結果修正されたスタッフの提
案に12対2で賛成した。 
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CSMの配分に係る集約のレベル 

IASBの審議及び決定事項 
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 規制が契約の価格付けに影響を与える場合に、不利な契約の決定またはCSMの

配分についての集約のレベルに例外を設けるべきではない。規制の結果として、
期待収益性が異なる契約のグループについては、不利な契約のテスト及び配分に
ついてグループ化できない。 
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規制の影響に対する例外 

スタッフ提案 
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IASBの審議 

 提案は、活発な議論を呼んだ。男女同一料率規制について検討された。これらの
規制のもとでは、保険者は、リスクが統計上異なる場合であっても、男性と女性
の保険契約者に対して同じ保険料を課す必要がある。 

 女性の保険契約者によって支払われた保険料が、男性の保険契約者よって発生し
た保険金を賄うかもしれないが、リスク及び全体のポートフォリオの収益性は同
じままである。2つの別個のポートフォリオとして考えると、女性の保険契約者の
CSMはより高くなる一方、男性の保険契約者は不利な契約のグループとなる。 

 一部のIASBの理事は、これは経済的実質を反映していないと考え、他の理事は2

つのポートフォリオの異なる収益性を適切に強調していると考えてた。 

 少数の理事は、「規制」とは何か定義される必要があり、これは他の業界に対し
て望ましくない前例を作るであろうと述べた。 

IASBの暫定決定 

 IASBは、投票の結果スタッフの提案を10対4で承認した。 
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規制の影響に対する例外 

IASBの審議及び決定事項 
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 （変動手数料アプローチが適用されなければならない）直接連動の有配当契約
の定義を満たさない有配当契約の裁量権の影響 

 2015年11月の会議で、IASBは、市場変数が原因の変動と裁量権のあるキャッ
シュ・フローの変動を区別する4つの方法を検討した。この会議で、スタッフは

市場をベンチマークとして使用し裁量権の影響を決定することを提案したが、
一部の理事は、保険者の裁量権の予想水準も考慮するアプローチを提案した。 

 スタッフは2016年1月のペーパーで、このようなアプローチは、契約の開始時

に企業が自らの裁量権をどのように考えるのかを特定し、市場変数の変動の影
響と裁量権の変動の影響を区別するためにその特定を用いることを要求すると
説明した。 

 スタッフは2つの見事にバランスのとれた実行可能な代替案があるとコメントし、
IASBに検討するよう依頼した。 

14 

一般モデルにおける裁量権の影響の特定 

概要 
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 IASBは以下を要求する議論を進めることを望んでいるか。 

a) 企業が契約開始時に裁量権の影響を特定する、または 

b) 企業が各報告期間に市場を参照することで裁量権の影響を決定する。 

15 

一般モデルにおける裁量権の影響の特定 

スタッフの質問  
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IASBの審議 

 代替案（a） は、保険契約者に対する目標支払利回りに関する有益な情報を提供

する。議論では、多くの場合、市場変数の変動から生じる履行キャッシュ・フ
ローに対する影響を識別することができるとの見解が確認された。 

 結論として、IASBは、保険者が保険契約者に支払うべき裁量性のある金額をど

のように決定するか事前に特定することができない場合、標準のベンチマーク
となる契約の現在の市場リターンを参照することを伴う、両方の選択肢を適用
することを決定した。 

 裁量性のある配当の予想水準の変動がCSMを調整する一方、市場変数による他
のすべての変動は、割引率の影響の表示に沿うように純損益またはOCIにおいて
会計処理される。 

IASBの暫定決定  

 IASBは、スタッフによる2つの選択肢を1つの組み合わされた会計アプローチと
して統合することを全員一致で承認した。 
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一般モデルにおける裁量権の影響の特定 

IASBの審議及び決定事項 
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保険契約 – 次のステップ  

残りのテクニカルな決定事項と公表日 

 投票に関するペーパー（2C及び2D）は、保険契約の会計処理に対する提案が

投票手続を開始するのに十分に開発されていると述べている。さらにペーパー
は、IASBが「デュー・プロセス・ハンドブック」において要求されるすべての
ステップに準拠したと述べている。 

 2016年2月の会議で、スタッフはIASBに対して以下を依頼する予定である。 

a) 新しい保険契約基準の開発において行ったデュー・プロセス・ステップを
正式にレビューし、IASBがプロセスのすべてを完了したと納得しているこ
とを確認する 

b) スタッフに対して、投票手続を開始する許可を与える 

 発効日は投票手続の中で決定される可能性が高く、当該投票手続はIFRS第16号
「リース」の最終化に適用されたアプローチと同様の手続と予想される。 

 IFRS第17号「保険契約」と予想される基準書の公表予定日は2016年末である。
IFRS第4号は、IFRS第17号が強制適用となるまで有効であり、IFRS第9号との
適用時期のズレに係る経過措置が含まれる予定である。 

17 
IFRS 4 フェーズ2  ウェブキャスト 2016年1月26日 参考和訳 



Deloitte UK screen 4:3 (19.05 cm x 25.40 cm) 

© 2016 Deloitte LLP. All rights reserved. 

コンタクトの詳細 

Francesco Nagari 

Deloitte Global IFRS Insurance Lead Partner 

+852 2852 1977  fnagari@deloitte.co.uk 

    

 

Keep Connected on IFRS Insurance by: 

 

 

Follow my latest                     posts 

          

Follow me on       @Nagarif 

 

Subscribe to Insights into IFRS Insurance  

Channel on 

 

 

Connect to IFRS Insurance  

Group for all the latest IFRS news 

Add Deloitte Insights into IFRS Insurance 

(i2ii) www.deloitte.com/i2ii to your 

favourites  

 

mailto:fnagari@deloitte.co.uk
https://www.linkedin.com/pub/francesco-nagari/12/b21/660
https://www.youtube.com/channel/UCRoa-xVYk-XlGDoH18vclRw
https://www.linkedin.com/in/ifrsi2ii
https://www.linkedin.com/pub/francesco-nagari/12/b21/660
http://www.deloitte.com/i2ii
https://www.youtube.com/channel/UCRoa-xVYk-XlGDoH18vclRw
https://www.linkedin.com/pub/francesco-nagari/12/b21/660


Deloitte UK screen 4:3 (19.05 cm x 25.40 cm) 

© 2016 Deloitte LLP. All rights reserved. 

Deloitte refers to one or more of Deloitte Touche Tohmatsu Limited (“DTTL”), a UK private company limited by guarantee, and its network of 

member firms, each of which is a legally separate and independent entity. Please see www.deloitte.co.uk/about for a detailed description of the 

legal structure of DTTL and its member firms. 

 

Deloitte LLP is the United Kingdom member firm of DTTL. 

 

This publication has been written in general terms and therefore cannot be relied on to cover specific situations; application of the principles set out 

will depend upon the particular circumstances involved and we recommend that you obtain professional advice before acting or refraining from 

acting on any of the contents of this publication. Deloitte LLP would be pleased to advise readers on how to apply the principles set out in this 

publication to their specific circumstances. Deloitte LLP accepts no duty of care or liability for any loss occasioned to any person acting or refraining 

from action as a result of any material in this publication. 

 

Deloitte LLP is a limited liability partnership registered in England and Wales with registered number OC303675 and its registered office at 2 New 

Street Square, London EC4A 3BZ, United Kingdom. Tel: +44 (0) 20 7936 3000 Fax: +44 (0) 20 7583 1198. 

 

© 2016 Deloitte LLP. All rights reserved. 


